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自然エネルギ一社会企業

一地域に根ざして拓かれる組織と事業の持続性一

Case study on concept building processes of social enterprise designed 

to manage the renewable energy: Focused on small scale hydropower 

Abstract 

藤 本 穣 彦
FU]IMOTO Tokihiko 

This study aimcd to show Ihe concept making process and e仔ective melhods of social enterprise 

model bascd on installing renewable energy 10 local community. In pa代icular， Ihis study focused on 

framework. concepl and leadership in social enterprise of rene帆able energy. The crucial point is a 

development of unique blends of local economy， renewable energy and communily development. 

This study includcs two case studies: (1) utilizing smal1 scale hydropower by communiry based 

action for setllcl11cnl of local matlerS in Gokase tQwn， Miyazaki prcfecture‘Japan‘(2) practical 

management of unique private company; CV. Cihanjuang lNTI TEKNIK in Wcst Jawa守Indonesia.

As a conclusion of this stlldy、the pOlential of new idea to sustain social cnt巴rprisc and new type 

of Icadcrship is thc crllcial， and the new type of leadership is Ilot defìned as charismatic superstar but 

"community designer" who is able 10 gain consensus to draw ing and unìfying people in local COI11-

l11unily. Since renewable energy is located in the local community. therefore bui Iding "coml11unity of 

practice" is imporlant lO makc a correlation berween renewable energy and cOl11l11unìty development 
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*アジア研究

1 . 問題設定

本稿のH的は、社会企業(= Social Enterprise)の新たな経営資源として、自然エネルギー

に注回 し 、 地域に根ざす こ とで拓かれる、 組織 と事業の持続可能性について検討すること

にある

社会企業に関する研究は、 経営学、 組織論、 教育午、 社会政策学、 協同組合論、 経済学、

社会学、 政策学等、 多岐にわたる研究領域に関わっている。FI本においては1990年代後半

以降、 社会企業、 コミュニティ・ビジネス、 ソーシャルビジネス、 ソーシャル・ベンチャー、

社会起業家(企業家)等、 社会企業に関する言葉や概念、 ビジネススタイルをしばしば見

かけるようになった1 )。

政府レベルでも、 2008年3月に『ソ←シャルビジネス研究会報告・苫:J (経済産業省ソーシャ

ルビジネス研究会)が公刊された。 同年12月には「ソーシャルビジネス推進イニシアテイ

ブ」が立ちkげられ、社会企業の普及、企業やサードセクターとの連携推進、社会企業ネッ

トワークの構築が推進されるようになった。

社会企業の概念や理論は、 米国と欧州における2つの潮流を基盤としているという(藤

井.2013b、Kerlin.2006)。 米国の社会企業論では、社会企業は営利企業とNPOのハイブリッ

ド2 1ととらえられる。 カリスマ的な社会起業家が、 Iìらのアイデアとネットワー夕、 経

営手腕をもって、 社会的な付加価値を有する新しいマーケットを創出することでソーシャ

ル ・ イノベーションを誘発し、 社会サービスを通じて社会問題を解決していくモデルが設

定される。 基本的にはNPOの商業化(社会サービスの尚1171化・ 高度化)と常利企業の社

会化 (CSRや フ イ ラ ン ソ ロ ピ 一等 ) の流れのなかでとらえ ら れる2

-)j、 欧州、|の科会企業論では、 社会企業は協同組合とNPOのハイブリッドととらえら

れる。 福祉国家の再構成とサ ー ド セ ク ターの再編成 プ ロ セス ド で生 じ る、 長期 失業者の増

力nや社会的排除問題の深刻化3 )、 保育や高齢者介設等の社会福祉サービスの不足に対応す

るために、 公的資金がNPOや協同組合に投入された11。 その過程で、「従来、 共話を志向

していた協同組合が、 地域コミュニテイにおける公議を，ιIÎ1Jするようになり、 一方で、 従

来、 事業性の低かったNPOが事業性を強めていき、 両�・が接近していく中で、 社会企業

という青葉が使われるようになってきたJ (藤11:. 20l3b: 32)という。 米国の社会企業論が、

常利企業の社会的ビジネスを含むものとしてとらえられてきたのに対して、 I!X州の社会企

，.日本における社会合業論の稿矢となった代表的著作としては、 討会学f'l'・や社会政策学者を中心に、 藤田暁男、

川1 uiJ'i�と、 �i塚秀雄、 �t烏健一、 的場信樹による叡，沢: ，'ictor A. Pestoff (1998 = 2∞4)、 内山哲朗・ 石塚秀

!'i� .柳川敏Jl券による翻訳 Jacques Defourny . Carlo Borzaga (2001 = 2∞.1)、 同じくI)'j山と柳沢による翻訳:

Adalbert Evcrs . J ean.Louis Laville (2004 = 2007)‘ 経営学�.・やシンクタンク経営者を中心とした谷本編(2∞6)

がある。

2 )社会企業を「ハイプリッド組織」としてとらえる視点は、 藤井・!瓜田 ・大高編(2013)からさtらんだ。

わこの点については大内(2009a、 2009b)に詳しい。

."この点については次の分析に拠る。f(欧州の社会的企業では、)米11<1の社会的企業とは異なり、 政府からの委託

契約を"，心に公的資金がかなり;多く投入されてきた。 また、五Uからの文彼もIr(�な役�ilJを来たしているJ (藤井.

2013b : 31) 
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自然エネルギ一社会企業

業論は、 協同組合とNPOから成るサードセクターの展開としてとらえられてきた違いが

ある。

社会企業の組織や事業の継続性を支える資源と財源に注目すると問題点が見えてくる。

臥州型の社会企業は、 政府の財源に経営基盤の大部分を依存することで、 政策や政府の影

響をl直接受けることになる。 他方、 米国型の社会企業は、 事業収入による組織経営が求め

られるため、 好みの移り変わりや他のサービスを購入する向由を有する顧客によって左右

される(Anderson and Dees. 2006)。 顧客の好みの変化を読み取り新しいサービスを提

供し続けられかどうかは、 カリスマ的な1)ーダーの資質に拠る音1$分が大きく、 リーダーの

才覚が組織経営を左右することになる。

以上のような背景をふまえて、 本稿では、 社会企業の組織や事業の継続性を担保し、 持

続性を拓く新たな資源の可能性を探究する。 本稿で議論するのは、 地域に根ざし、 地域が

主体となって地域資源の管理 ・活用に基づいて得る新しい社会企業モデルである。 とりわ

け、 鹿山村が豊宮に宥する抽1.J1&資源として自然エネルギ←(特に、 小水力エネルギー)に

注円する。 地域の共有財産である 自然エネルギーから経営資源を獲得する社会企業を、 白

然エネルギ一社会企業とよほう。 自然エネルギ一社会企業の空間スケールは地域社会レベ

ルが適当である。 したがって、 地域社会において、「経済(Economy)J . I自然エネルギー

(Renewable Energy) J・「地域活性化(Community Development) J の統合を担う地域事

業主体として、 自然、エネルギ一社会企業は立ち現れてくる。

本論では、 2つの自然エネルギ一社会企業の事例を、 起業コンセプト、 構想、 リーダー

シッ プの観点から分析し、 自然エネルギ一社会企業を興していくプロセスを示したい。 以

下、 次のように議論を進める。 まず、 宮崎県五ヶ瀬町-の小水力地域づくりを事例に、 地域

の社会問題の抽出、 地域の社会問題解決のための社会投資イメージの設計、 経験的学習の

場(=小水力の発電実験) の構築について議論する(第2節)。 次に、 インドネシア ・バ

ンドンのCihanjuang社の実践を事例に、 自然エネルギ一社会企業をいかにして構想する

か、 自然資源・ 地域資源と人的・社会的資源をいかにして理念的に統合し社会企業体とす

るかを考察する(第3節)。 そのうえで、自然エネルギ一社会企業家に求められるリーダー

シップを浮かび上がらせる(第4節)。 自然エネルギ一社会企業の実践的意義と諜題につ

いて明らかにすることで、 社会企業の持続性を拓く方法や考え方をより豊か なものにする

ことができると考えている5 )。

51本稿では、 向然エネルギ一社会合楽の実践をとらえ、 その実践的意義と課題の抽出に力点を置く。 そのため、

自然エネルギ 社会企業の法人格や経営形態、 収銑構造や財務分析、 制度や政策等については本論の関心とし

ない。 自然エネルギ一社会企業の実践は途卜にあり‘ 概念を定義し迎論を機築し制度や仕組みを提言するため

には、 さらなる多株な笑践を包括しながら、 ケーススタディを:些かにした上で考察を深める必'jfーがある。
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2. 地域に根ざした自然エネルギ一社会企業の基本的考え方

本節では、 宮崎県五ヶ瀬町における筆者等の小水力地域づくりの実践を手がかりに、 自

然エネルギ一社会企業の構想プロセスを示したい。(独)科学技術振興機構社会技術研究

開発センター「地域に根ざした脱温暖化・環境共生社会Jの研究課題として、fIlUター

ンの促進と産業創生のための地域の全員参加による仕組みの開発J(2010年度- 20日年度)

が探択された。2010年10JJよりスタートしたこのプロジェクトのメンバーは、 河川て学を

41pyとする山谷幸宏(九州大学教授)をリーダーに、合意形成を得意とする山下輝和(NPO

法人南畑ダム貯水する会理事長)、 まちづくりコンサルタントの山田泰司(:\lPO法人日本

で倍も美しい村辿合審究員)、 環境宗教学の岡出兵美子(兵庫県立大学教授)、 環境人類学

の合出博子(環境人類学研究所所長)、 地域社会学の藤本穣彦(九州大学学術研究良)、 そ

して、 元1iヶ瀬町役場地域振興課長・ 冗ごかせ観光協会事務局長代理のイi井勇(現、 五ヶ

瀬n然エネルギー研究所・所長) を中心に構成されている(敬称略、 所属は石井を除いて

PJが本格的に動き始めた2011年8月l時点)。

2- 1. 地域の社会問題の抽出

PJの目標として、fllUターン者(; )受け入れを促進するための産業右IJ生を進めるため、

地域の自然・ 文化資源の発掘による地元力を誘発し、 地域内部の摩擦を克服し、 全員参加

で構築するrrl然エネルギ一社会企業jの組織原WJや仕組みの開発・実証jを行うことが

目 的と定められた。

プロジェクト開始直後の2010年10月から2011年夏頃まで、 地域住民100人ヒアリングと

多面的交流が行われた。 機々な世代、 性別、 属性の住民ヒアリングが行われ、 祭礼や山聞

き等の地域行ポーへの積極的な参加に基づく多面的交流が関られた。

地域住民100人ヒアリングを主に担当したのは山下輝和と石井勇である。「何も決めつけ

てかからないJ、「教えていただくjという態度が重要であったという。 地域に対して先入

観を持たず、 ノドプロジ‘ェクトの目標についても、「説明する」という態度で接するのでは

なく、「問いかけをするjという姿勢が効果的であり重要であったと振り返る。

一例を挙げると、「東京の人は、 都市部から民村部へのI1Uターンが進むようになると、

社会がよくなるっていうんですけどどう思います? J、「五ヶ瀬ではないところで、 こんな

ふうに与一えている人たちがいるそうですが、 それは五ヶ瀬の地域のためになりますか?そ

して、 あなたの周囲や暮らしと何か関係がありそうですか? J というように、 問いを発す

るかたちでヒアリングを行い、 意見交換を重ねていった(応谷・山下・藤本. 2013)。 こ

のようにして地域住民の関心や懸念を広範に摘出するとともに、 地域の構造やネットワー

引1 Uターンとは、 人口還流現象のひとつである。Iターンは、 出身地とは別の土地に移り住むことであるe Uター

ンは、 一度離れた出身地へ再び戻り住むことを意味する《 過疎・ 高齢化の進む口本のrll山間地域にとって、 定

住人口の誘致は地域の持続伎を犯保するための必要条件であり、 移住者及び家族の生活を保障する産業のûtJ生

が基礎的な認題となるU
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クの把幌、 地域の社会問題の抽出が行われた(山下・藤本・石井・島谷. 2012、 岡田・合

同 ・島谷・ 山ド・藤本・石JI:・111回. 20日)。

これらの課題の多くは、 H本のけI山問地域で一般的に表明される課題である。 重要なこ

とは謀越抽出そのものではなく、 刻一話と多面的交流を重ねるなかで、 地域住民が何となく

感じていた謀題を、地域全体で共イ証する過程を誘発することである。プロジェクトメンバー

にとっても、 地域住民とネットワークと信頼を構築することにつながった。 ヒアリングを

通じて抽出された課題は以ドの通りであるc

①少子高齢化が進んでいる。

②I1Uターンをしたくとも働く場がない。

③転勤族の母親問が地域内で孤立している

。お産施設がない(旦�tり出産をしたくとも、 安心してお産が出来ない)

(5)鹿・猪の獣筈に悩まされており、 農林業が疲弊していっている。

(め地域特産品の創出(ビオラ、 パプリカ、 お茶、 しいたけ等) に積極的にチャレン

ジしている農家が伺別にはいるが、 地域全体の力につながっていない。

⑦第三セクターであるワイナリ一、 スキー場の経営がうまくいっておらず、 第三セ

クターに対する住民の不信感がある。

2-2. 社会問題解決のための社会投資イメージ

1iヶ瀬町の地域資源はイIIJか。 何をどうやって活用することができるのか。1iヶ瀬町が立

地する五ヶ瀬川流域では、古くから水力エネルギーが利刈されてきた。五.ヶ瀬川流域では、

22カ所の水力発電所が稼働しており、 出力合計は 138.000kWである。 このうち子[ヶ瀬町

内には3カ所の水力発電所があり(三カ所発電所、 廻出|発電所、 桑野内発屯所)、 出力合

計は8.900kWである(1五It交通省. 2012、 建設省延|吋I�事事務所. 2001)。

プロジェクト2年白、 2011 年瓦から冬にかけて、 未利用の小水力賦存叫調査を行いな

がら、 五ヶ瀬町に豊富に賦存する小水力エネルギーを、 地域の共有財産として地域が主体

となって活用し、 産業を興し、 雇用を確保し、 資金を帯積し地域の社会問題を解決するた

めの活動を行う社会企業が構想された(図1 )。水力発電施設の設置、バイオマスエネルギー

Ji(l! ætの設置、 それらの施設の維持管理、 建設資金の調達、 地域の合意形成、 地域への収益

の辺元をnう。 そして収録の還元は地域の社会問題解決に直接つながるように、 単独では

経常が難しい助産施設の連常や来合電気タクシー、 j比i谷が出来る高齢者悩祉施設の運営、

単抗市等への社会的投資が与えられた。 生老病死のライフサイクル ・ ライフイベントを出

来るだけ地域のなかで行えるようにと考えられている。

また、 白然エネルギーネ1:会資本整備の資金についても、 市民債権や市民11'，資の手法を用

いて「自然、エネルギーファンド協同組合(仮称)Jを設，il・し、 広く都市住民や五ヶi穂町出

身者からも資金を調達する仕組みを作る。配当は金銭ではなく、 観光協会等と述携し地域
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産物を充てfi.ヶ瀬町への関心を呼び起こし、I1Uターンへのきっかけづくりを行う。 自然

エネルギ一社会企業は、 地域資源の主体的管理・活J-IJに基づく、 地域総合事業であり、 こ

のような全体をマネジメントする企業体の構想である。

図1 r自然エネルギ一社会企業Jの構想

出資
IUlI一弘都市住民、五ヶ漏出身者j

株主 百五民、有志 �. -
量幽昭博圏直資金 日 1、サービス

債縄

圃U'霊園圃

(出典:島谷・ 山ド・4長4. 2013、]91μの|刈3 - 7) 

2-3. 地域主体形成の経験的学習の場の設計

どのようなシステムで水力エネルギーを活用できるのか。 地域住民に印象をたずねてみ

ると、 ダムをつくるのか、 と怪訪な顔をされる。 そこで2012年蒋以降は、 実際に発電を行

い、 体験を共イ{する機会を設計していった。 いくつか行った町内での発電実験のうち桑野

内k生地|玄の・J�例(2012年6月計画開始、20日年1 JJ完成)を検討しよう。 土生地区では、

地区で管理するJli水路をつかって発屯する構想を持っていた 川水路は、 土生地区の住氏

によって閉口IJされたものである。 表1に発電実験の概裂を示した。
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表1 土生小水力発電所の概要

デモ彼

流量 O.Olm'/s 
実駿条件 落差 20m 

理 論水力{ 総 合効率0.7 ) 1.5kW 

実貸出カ(愚大) IkW 

設備容量 IkW 

i望遠・伝達装置 直結

$1ーピンヲイブ
ベルトン水車

訟備機穏性能
(ガラス繊維入りナイロン樹脂)

発電線 永久磁石発電後

製造元
エコイノベーション社製

(ニュージ ランド}

圏内取級 (練)イズミ

サイト 宮崎県五ヶ瀬町桑野肉
(土生地区)

方式 地械づくり
デモサイト概要

事業 緑の分権改革事業

発電開始
2013年1月

{2014年11月現在稼働中}

{/l1 J)I! :現地調査とメーカー資料をもとに事者作成)

凶2は、 土生発電所の断面図を示したものである。 上生用水は埋設されており、 外から

見ても気付かない。 土生地|烹の人々が水路の設計・ 工事を行っていたため、 |求|中のように

導水管を走し込み、 途111地卜.に管を出して発電機と接続するアイデアが生まれた。

IliJ地区の公民館長は、「みんなが心をひとつにして協力できるのが上生地区の強み。

発屯機材はわからないので、 大学や町が用意してくれれば、 設計やT・J�は、 地域のみ

んなでやってみたい。 できると思う。 電力会社に光屯していくらになる、 というのと

はちがう 使い方 ・ 活性化の仕方をみせち ゃ ろう、 という気持ちがある」 と 熱く括る

(2012年6月27日インタビュー)。
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図2 土生発電所断面図

>i<槽 {埋盆】 小威力発‘用
家庭智略{期本路内}

(作成:山ド輝和・イi')ド必)

栄たして「上!:I:.発電所」 が稼働し、ひとつの街灯を灯すこととなった。 小水力エネルギー

のurm化が「地域の福祉力アップ」に繋がったという。 発屯実験を振り返っての、 土生公

民Øfil-<:の諸りにJ:Çを傾けよう。

f<土生地区に小水))をつけてみて)印象は本当に変わったよ。 小水力発電と言われて

もイメージがわかん、でも見たらわかる。 生活感覚として理解する。 感じて理解する。

今は街灯に利用しているから、 夕方には電気がついているのがわかる。 消えると地域

の人から屯話がかかってくる。 地域の福祉に役なってるんだなって実感するね。j

(20日{r: 8月2211インタビュー)

小水)J発屯の導入実験を通じて新しいコミュニケーションが生まれ、 集まりの機会、 つ

ながりの機会を増やすことに繋がった。このような発電実験を町内各地で行い、実践をネッ

トワークし、11可全体の地域主体形成のデザインに仕上げていく。

2-4. r五ヶ瀬自然エネルギー研究所jの設立

20日年1 ) j、 石井勇を所長に、「五ヶ瀬向然、エネルギー研究所Jが発足した。 五ヶ瀬円

然エネルギー研究所が核となって、小水力発電実験の対象地(物理的ポテンシャルと人的・

社会的ポテンシャルを評価)を設定し、 地域で出来る部分は地域に任せながら、 小さな水

)J発電所を町内各地に創り出している。

冗ヶ瀬町において小水力発電を活用した地域振興策についての学びの場を提供するプロ

グラムを、 fî.ヶ瀬町内の各ステークスホルダー(=五ヶ瀬l町役場、 公民館、 五ヶ瀬中等教

育学校、 NPO法人五ヶ瀬自然学校等)と連携し、 構築しつつある。

さらに、 下染・モデルの発電所の設計や町役場を巻き込んだ地域自然エネルギ一政策、 向

然、エネルギー活川に蒸づく地域政策形成に五ヶìWú自然エネルギー研究所は寄与し、 小水力

発電を活用した全員参加による地域振興のための社会的令意形成を推進している。「小水

力に取り組むことをきっかけに、 議論出来る地域を日J行したい」、 石1+勇のねらいはここ

にある。
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3. インドネシアの自然エネルギ一社会企業の実践7 ) 

本節では、 自然エネルギ一社会企業の実践として、 インドネシアの小水ブJ社会企業CV.

Cihanjuang I�TI TEK�IKの事例研究を行う:: Cihanjuang社へのフィールドワーク及び

社長・Eddy Permadiとの対話型インタビュ_S を通じて、 地域の新たな事業主体として

自然エネルギ一社会企業をいかにして構想するか、 白書長エネルギーの活用を地域のネ1:会問

題の解決にどのようにして結びつけて事業化するかの考え方を抽出する。

3-1. タービンメーカーとしての成功と市場の教育

1995年、 Eddyは小さな水力発電の工場をスタートさせる。 凶ジャワ什|チマヒ市チハン

ジ.ユアン通り204号、 この場所が現在もCihanjuang社の拠点で、ある。1997年頃から小さな

水力タービンや紅茶を乾燥させるターピンの修理の仕事が少しずつ始まっていくc 最初jの

本格的な小水力発電のイ1:卓は、 1999年、 バンドン北部の茶畑にあるドイツ製の水力タービ

ン(200KW)の修理だった。15年稼働して効率が落ちていたタービンを、 長初のキャパシ

ティ、 つまり200KWの発U能力に戻すことに成功した。「この仕事の後、 市場の反泌はよ

くなった。 そこから自信が生まれたJ、 とEddyはいう。 小水力プロジェク卜を進めるため

に向社1:場への投資を行い、 旋盤、 溶接機やフライス盤等、 必要機器を買い揃えていく。

この頃までに本格的な小水)J技術企業としての内容が整う。 最初800rriでスタートした1:

場は1200rrlに拡張していた

図3は、 Cihanjuang社のタービン生産の総出力を算出したものである。 経営が安定し

始めた2004年以降2013年までに製造したタービンは合計293ユニット、 総出)J8.260kWを

数える。 1 ユニットあたりの製造期間は3ヶ月、 製造コストは15 � 20万円/kWほどで

ある9 )。 年間平均34ユニット、 平均出力約830kWの生産を行っている。

7 ，第331ffl日本協I，ïl組合学会シンポジウム(2013年1OJ.l 511、 明治大学) r協1，，1組合で拓くコミュニティの可能性」

における消滅{‘ 及び、 それをまとめた報告論文[総本(2014)]をもとに、 データをì.ù加l収集し、 課題設定に1'IJ

して加筆・修正した。

l\ Eddyl止、 1958年10月2日、 バンドンから約45km縦れた町スメダンで生まれるo 1980年、 NGOスイスコンタク

トが経営するバンドンア科大学スイス機鮫技術専門学校の機被工学科を卒業し、 卒業後はl'iJ校で教員となった。

1984 - 1986年にかけてスイスで金属学(鋳物)について勉強する機会を得た。 その後も1988年までヨーロγ
パで勉強 を続け、 ドイツ ・ シュツγトガルトのUnd Handelskamer Mittlerer l\eckaJよりMaster of Foundry 
lndustrieの学位を得ている。 Eddyは、 小;J<力のタービン技術のイノベーシヨンに成功し、I，tlftのタービンデザ

インは、 インド ネシ ァ�t布団法務人権省の 知的財経機応に登記されている この水1) :タービン生産ピジネスの

成功が新たなビジネス、 商ジャワ特産のBandrek (ジンジTーティ)などの伝統的飲料のビジネスへの民間を

生んだ。 ジンジャーティも同じrCihanjuangJの銘柄で売られている。Eddy率いるCihanjuang社は、 20例年の

ASEAN En ergy A wardsを受rtしているだけでなく、 2007年にはインドネシア共和田中小合業協力省の飽政食

品製造中小引業部門で第H立に抑いている。 小水力発屯の技術・経済・ 地I或づくりを、「社会企業jのアプロー

チで、 農業や股産物加工と結びつけるユニークな')諸島が展開されている インタビュー11時(通訳: Andika 

Arief Satrya) : (1) 20日年6)J2IU1-1∞17∞@Cihanjuang、 (2) 2014年1月20日13:()()-16∞(gCihanjuang

�) Takagi Nl. Walanabe Y. lkematsu S. Hayashi 1. Fujimoto T and Shimatani Y (2014)によれば、 日本の小木

力専門メーカーの侠産力はfl�いことが指摘されている。
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た。 小水力は電力エネルギーを得るためだけではなく、 社会の価値そのものを高め、 経

済を高める、 そのためには農業が重要な価値を持っていることを示したかったj、 彼はこ

のように理由を語る。「地域にある自然資源(Sumber daya Alam) と人的資源(Sumber

dava Manusia) にf技術1を組 み合わせることで何かを生 み出せる のではないかJ、

Eddyの基本姿勢で、ある。

ジンジャーティのビジネスを始めたことで、「色々なものがつながり始めた」という。パッ

キングや配送等力のいらない仕事や家でも出来る仕事があるため、 多くの女性が地域に情

まり働けるようになった。 繁忙期以外の男性工員の仕事にもなった。 小水力発電機ー器の製

造は、 政府予算に基づいて行われることが多く6� 12月に集中する。 1�5月はほとん

ど仕事が無い状態であった。他方ジンジャーの収穫は1�2月に集中する。乾燥してストッ

クしたり、 使える状態に加工したりするまでさらに2�3ヶ月かかる。 ほとんどは力仕事

である。 こうしてタービン製造とジンジャー収穫・加工の仕事を組み合わせることで工員

が一年を通じて働けるようになった。Cijanjuang社では、 75名が働いており、 そのうち67

名がチハンジュアン通り、あるし、はチマヒ市内からの地域雇用である(2014年1月末現在)。

「地域を発展させる、 村・を良くするということは、 電気をつけるだけではだめ。 トータ

ルで考えないといけない。 生み出すエネルギーを使って何をするか、 地域の自然資源と人

的資源を融合して何を生産するか、 どういう新しい価値を生み出して、 どういうマーケッ

トにアクセスしていくか(Akses Pasar)、 そこまで考えたトータル ・ コーディネートが

必要。 エネルギ一生産をベースに新しい地域産業を興すこと、これが本質。 “Wa抗te町r (7水1(く)

"Energy (エネルギ一)

この34小本�柱を地域内でそれぞぞ、れ太く発展させていく」ム、 Eddyの自然エネルギ一社会企業の

基本思想である。

3-3. 自然エネルギ一社会企業実践のポイントを学ぶ

Eddyの実践が実現してきたことから、 自然エネルギ一社会企業の実践の3つのポイン

トを学ぶことが出来る。 第一は、 技術を核とすることである。 自然や環境に働きかけて、

そこから豊かさを取り出す技術、 自然や環境のリスクを管理する技術に関する要素技術と

社会技術を、 その地域社会の特徴や人々のキャラクターに合わせた「適正技術」として開

発する。「地域の自然資源と技術を身につけた人的資源の融合」が必要、 とEddyが考える

ように、 自然資源を活用/管理する技術を身につけ、 持続的な地域づくりの方向性を共有

した「職能集団Jとして、 自然エネルギー社会企業は生成する。

第二に、 地域に根ざす、 ということである。 Eddyは創業の地で、あるチハンジュアン通

り、 チマヒ市を非常に大切にしている。 地域の女性の躍凡|づくりやチ供たちへの教育プロ

グラムだけでなく、Cihanjuang社の経営についても地域から多くの人材を採用し、 管理

職に登用している。 社長を含む8つの管理職ポストのうち、 3つの管理職ポスト(総務部

門マネージャー、 タービン工場長、 ジンジャーテイマーケテイング音IS門長) には地域雁崩
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者を登!日している。「意欲があれば、社員をどんどん大学へも行かせる。会社が大きくなり、

多機能化していくとタレントが必要になる。 技術の専門スタッフだけでなく、 経背やネッ

トワークについて広い知識が必要になる。 他からリクルートしてくるよりも、 地元で、 円

分のところで育てた万が良い。 会社のことも地域のことも両方良くわかっている。 しっか

り会社のために働く、 それが自分の家族の暮らす地域のために繋がる実感をもっているJ、

とその瑚rllを訪る。

第三に、「つなぐ、 つないで考える(Connecting the dots) J ということである。 小水力

ターピンの技術刷発から始まった事業は、 ジンジャーテイの販売と地域雇用の創出、 農業

生産と農村雇用の創出に展開している。 何が地峨の問題なのか、 何を生み出し提案するこ

とがその地域の価値を高めることになるのか。

EddyはCihanjuang社をひとつの実験的プロジェクトとと らえている。 Eddyは語る。

í Cihanj uang社そのものが[社会実験jなんだ。 地域に根ざして、 地域の自然資源と人的

資源を、 地域の力でマネジメントしていけるようにする。 それが出来るということを証明

する。 そのことで、どの地域でもrCihanjuangJが成立するって言っていけるはずなんだ‘。

今、 次の村で新しいrCihanjuangJを作り始めたところだよJ、 と。

4. 自然エネルギ一社会企業家(起業家)のリーダーシップ

地域社会に、「経済J . í自然エネルギー」・「地域活性化」の統合を担う地域事業主体と

して向然エネルギ一社会企業をいかにして構想し、 具体的に実現していくか。 自然エネル

ギーの所用を地域の社会問題の解決に理念的に統合できるか。 本節では自然エネルギ一社

会企業家(起業家)のリーダーシップについて与察することで迫りたい。

スイス・ ドイツで計4年間学んだインドネシアの社会令業家Eddyは、「どうしてドイツ

やスイスの経済は良いのか、生活は豊かなのかJ、と当地に非らすなかで問いを立てた。「四

季のある同のI_KI民として、 彼らは水、 風や太陽をエネルギー創出の資源として最大限に利

用している その結果、 極端な季節の変化があってもエネルギ一首要は変わらずに満たさ

れているJ、Eddyは「発見したJo í白らが手を加えることで価値が向いものを生み出せる、

そのイノベーションの探究が人間の暮らしを経済的にも文化的にも豊かにする。 そのため

の第一段は、 上地や自然からエネルギーをいかに中み出せるかを考えること。 エネルギー

の生産は社会経済の価値そのものを変革することができるJ、 とEddyは結論する。 この経

験から、 彼はインドネシアの水資源が非常に豊市・であることを「思い出すJo í私は水力エ

ネルギーを生産するビジネスを考えついた」、 Cihanjuang社が起業する。

Eddyは語る。「エネルギーが社会の価値を高める、それは、技術を核にしたイノベーショ

ンのなかで実現11'，来る。 スイスでは、 鉄を山由自在に加工する技術を学んだだけでなく、

メンタリティを学んだ。 鉄をどろどろに溶かし、 どのような形にでも自在に変型出来る技

術の発明。 鉄を加工し、 自在に操る技術によって生み出された様々な製品は、 生活するた

めに必要な作業にかかる時間と労力を大幅に短縮して、 人間の生活を豊かにすることにつ
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ながったという断!と。 党以の法礎は、(1然資源と技術を身につけた人的資源が融合し、 創

造的なエネルギ一生産を実現し、 産業と経済を印l生したところにある 社会の発展はエネ

ルギー生産に拠る。私はそう確信したj、 と。

Eddyは、 析学的な探究と実現欲求から起業のきっかけをつかみ、 住民の不安や地域の

説題解決を実現する(1然エネルギ一社会企業を生みLI\した。 他}j、 五ヶ瀬IJ然エネルギー

研究所のイÎ ) 1:.は住民100人ヒアリングをはじめ、 地域11:.L�に寄り添い不安や懸念、 将来へ

の布引をj・1fに泌みとるなかでnt治エネルギ一社会合業を榊似していく。 アプローチに桐

れはあるものの、 住民のイ'1J:や地域の社会問題をÎI然エネルギー活用を起点とすることで

解決しようという考え}]を共有している。

ネ1:会企業家(起業家)のリーダーシップは、 単純にイノベーテイブなビジネスを興すだ

けでなく、 社会合柴において多機な参与者、 関係省をまとめあげる拙釦)Jをもった「理念

統合判.Jであり、 新しい課題の解決に協Ililで立ちIÎIJ 1;、う実践的なコミュニティをつくりだ

していく「コミュニティ・ デザイナーJでもある11

藤井(2013a)は、十1:会起業家のリーダーシップと社会企業のソーシャル・イノベーショ

ンについて次のような47察を加えている。

「社会的起業家は、 l手にビジネスで社会問題を解決するカリスマ的なヒーローではな

く、 社会111] �抵の劇場で多微なステークホルダーの参}JIIと学刊を促進し、 ネットワーク

を榔築しながら協働を促進するリーダーシップとしてとらえかえすことができる。 ま

た、 社会的合業のソーシ ャ ル・ イノベーシ ョ ン と呼ばれる機能も、 -)jで、 社会問題

の現場でコミュニティを形成しながら、 当事者・のニースに涼く根ざし、 他方で、 ネッ

トワークも駆使して、 多様な技術や資源を動只しながら、 新しい問題解決のあり方

(サーピス供給やアドボカシーを合む)を構築していくイメージに近づいていくだろ

う。J (雌JI:. 201 3a : 6) 

社会企業のソーシャル ・ イノベーションでは、 社会企業:が社会問題の具体的な現場に対

峠し、 協同して課題解決に取り組むなかで、 経験・学科を通じてノウハウやスキル、 知識

を獲得した尖践的なコミュニティ形成の結果として、 イノベーションのドライブがかかっ

ていく。

第2節のイïJI:!)j、 加3節のEddyも、 社会問題のlli lìíJ *J�に立ち、 1'1らのアイデアとネッ

トワーク、 そして純件下腕を存分に発揮しながら、 地戚ì:.体の核となる実践コミュニテイ

を形成し、十1:会合業を現実のものとしている(冗ヶ湖iはしつつある、 がTEしい)。

|三l然エネルギ一社会企業は、 組織や事業の基幣を地域の共有財崖から得ることで、 カリ

11 rヒーロ-I\�リーダーシγプの民lでは、社会企業家が、百任を�)立に引き去け、ik然と決定を下すヒーロ-�リー

ダーとして振る舞うことで、 他のメンバーの受動性や無気力を生み、 リーダーÎI身もやがて仮立し、 結果的に、

組織や・J� ::1::がit.ìllしていくことが指摘されているe (恥larlill.2∞3)
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ス マ 的 な ビ ジ ネ ス リ ー ダー の 才覚や願特: ( 米 rltl !t.� ) 、 政府の公的資金 ( 欧州、1 tJ;�) に 刺 ら な

い ア イ デ アである 。

if( 要 な 点 は 、 自 然 エ ネ ル ギ ー は 、 地域の 自 然環境や こ れ ま で の 空 間 利 川 に 根 ざ し た も の

であ り 、 地域 に属 す る 社会的性 格 を 有す る と い う こ と であ る 。 し たが っ て社 会 企 業 体の信

頼性 と 公 共性、 公位性は 、 地域の社会 的介立形成 に 支 え ら れ る こ と に な る 。 iL ヶ 瀬 の プ ロ

ジ ェ ク ト が、 「 地域の 全 以 参加IJ を そ の タ イ ト ル に脳 げ 、 石 井 リ) が 「議I治 I H 来 る 地域 を 目

指す」、 と い う 伏二 む を Jliる の も 、 地域fH� の 広 範 な 参加| と tl: 会 企 業が尚げる 構 似 に 対 す る

広 範 な 社 会的合窓 を 形成する た め で あ る 。

ま と め よ う 。 白 然エ ネ ル ギ一 社 会 合業家 の リ ー ダー シ ッ プ に 求 め ら れ る 民 件つ い て 、 次

のポ イ ン ト を拠不 し た い今

( 1 ) 地域 社 会 に お い て 、 自 然 資源 ・ 地 域 資 源 と 人的 ・ tl: 会 的 資 源 を 用念的 に 統合 し 、

地域社 会 の持続刊 を 11ì く 梢氾UJ を も ち 、 拠点で き る こ と 。 ま た そ の 用 念 と 榔氾! を

支 え る 社 会 的合lJ: を 形 成で き る こ と 。

(2) 地域住民の抱 え る 課題や不安 を 共 有 化で き る こ と そ し て そ の 解決のた め に 、 協

同 の 学 びの場 を デザ イ ン し 、 広 範 な 参与・者 を 募 り 、 経験 と 実践 を 共 有 し て 蓄積 し

て い く 場 を 創 る 、 コ ミ ュ ニ テ イ ・ デザ イ ナ ー であ る こ と 。

(3) 多彩な十支術 ・ 資 源 ・ 人材 に ア ク セ ス す る ネ ッ ト ワ ー ク を イヲ し 、 イ ノ ベ ー テ イ ブ な

解決i去 を提案 し 、 その実現の た め に 粘 り 強 く 尖践で き る こ と 。

5 . 結論

本稿では、 社 会 企業の組織や事業:の 持続性 を相i く 新 た な 資 iJJíl と し て 、 1'1 然、エ ネ ル ギー に

1主同 し 、 地域が主体 と な っ て そ れ をi古川する こ と か ら 「 白 然 エ ネ ル ギ一 社 会企業」 を構想

した 本論で 科 ら れた 成 以:は以 ド 3 点 に 集約 さ れ るコ

( I ) 社 会 企 業論への 口 献 : 米同刑、 欧州瑚. の ， n 会 企 業の、 財源 と 経?:? を 支 え る ftì原雄

科 の líliで・の|問題点 を 指摘 し た 新 た な 紙'j:? 資源 と し て、 地域 の 社 会 川 組 を 、 地域

が主 体 と な っ て 、 地域資源 ( 本論では fl然エ ネ ル ギー の nJ能性 に つ い て 探究) を

活用する こ と で解決す る社会合 業 モ デ ル ( = 白 然 エ ネ ル ギ一社会企 業) を 提案 し た 。

(2) 門 然 エ ネ ル ギーネ1: 会企業- を 興す プ ロ セ ス の 解明 : 地域 に 根 ざ し 、 地域が主体 と な っ

て 自 然エ ネ ル ギ ー を 活則 ・ 符瑚す る実践 に取 り 組 む。 そ の過程でq . 核 を な す コ ミ ュ

ニ テ ィ が形成 さ れ て い く 。 起 業 コ ン セ プ ト 、 情処! 、 ネ ッ ト ワ ー ク 等 、 社 会 {ì:: �を

興 し て い く プ ロ セ ス と 方法 を 解明 し た の

(3) 自 然 エ ネ ル ギ 一 社 会 企 業 を 中 い る リ ー ダ ー シ ッ プの あ り )j を 解IVJ : n 然 エ ネ ルギー

社 会合業家は、 地域住民の不安や課題か ら 地域課題 を tlll 出 し 、 そ れ ら の 課 題 を 解

決する イ ノ ベー テ ィ ブ な ア イ デ ア や ネ ッ ト ワ ー ク を榊築 し 、 制氾l)J を も っ て 、 地

域 事 業 主 体の核 と な る実践的 な コ ミ ュ ニ テ ィ を 形 成 す る コ ミ ュ ニ テ ィ ・ デザ イ

ナ ー と し て の側 I([j が ク ロ ー ズ ア ッ プ さ れ る 。

- 81 一



自然エネ ルギ一社会合:t

本稿で十 分 に 検討・ し き れ な か っ た 謀題を ま と め る 。

( 1 )  n 然 エ ネ ル ギ ー 資源の性質、 屯 力 と い う 財 の性 質 を どの よ う に と ら え る か : 向 然

エ ネ ル ギ ー は 、 地 域 に 根 ざ し た 資 源 と し て の 性 絡 を も っ て お り 、 協 同 管 理 ・ 活R�

の 範 聞 が 向 然エ ネ ル ギ 一 社 会 企業 の 対 象地域 と し て 想定 さ れ る 。 し か し 、 プ ロ ダ

ク ト と し て 得 ら れ る 「電 力j は 、 必ず し も 地域 に 棋 ざ し た も の と は な ら な い。 ま

た エ ネ ル ギー 開 発 の た め に は地域外部か ら の 投 資 を 必 要 と す る 場合 も あ る 。 地域

に 根 ざ し た 自 然、エ ネ ル ギ ー の 開 発 や そ こ か ら 得 ら れ る 電 力 と い う 財 の 質 を ど の よ

う に と ら え る か、 卜分 な 議論が必要であ る 。

(2)  ffi-・米: ス キ ー ム や 収益、 財務状況 に つ い ての研究 : 本 稿 で は 、 社 会 企 業 の 新 し い 資

源 と し て I� 然 エ ネ ル ギ ー を 活 用 す る 基 本 的 与 え ノ7 と 構 似 を 示 し た。 し か し 、 収益

に |則 す る f，'Î lIf1i や 分析無 し に そ の 有効性 を 示す こ と は 1 1\ 米 な い だ ろ う 。 自 然エ ネ ル

ギ 一 社 会 企 業 の 法 人格や経営形態、 制度や政策等 と 什 わ せ て 、 実践 に 基づ く 研究

を 蓄 献 し て い く 必要 で あ る 。

(3) (1 然 エ ネ ル ギ一 社 会 企業 家が リ ー ダ ー シ ッ プ を 発抑 し や す い組織や ネ ッ ト ワ ー ク

の解 ，�] : 本論で は 、 自 然エ ネ ル ギ 一 社 会 企 業 を 構 想す る 企 業家の リ ー ダ ー シ ッ プ

; こ 注 目 し た。 で は 、 コ ミ ュ ニ テ イ ・ デザ イ ナ ー 型 の リ ー ダ ー シ ッ プ を 発揮 し や す

い組織や ネ ッ ト ワ ー ク を い か に整 え れば よ い のか。 地域住 民や従業員 等 フ ォ ロ ワ ー

の視点 か ら の 調 査 ・ 研究 も 必要 と な っ て く る 。 今後 、 研究範囲 を 拡大 し て 解 明 に

あ た り た い。

自 然、エ ネ ル ギ 一 社 会 企業の組織 と 事 業 を 支 え る 資源 は 、 地域の共有財産 と し て の 性 格 を

も っ て い る 。 仁 | 然エ ネ ル ギ ー を も と に 社 会 企業 を 興 し 、 地域の 社 会 問 題の 解決へ再投資す

る 。 仁 l 然 エ ネ ル ギ一 社 会 企業 は 、 自 然エ ネ ル ギー を 前川 し て 利 従 を 得 る の は 誰か、 自 然 エ

ネ ル ギ ー は 誰 の も の なの か と い う 根源的 な 問 い を 合 み な が ら 地域の総合事業へ発 展 す る 。

社 会 企 業 は 、 い ま だ に 新 し い 実践的概念であ り 、 そ こ に対する 期待や評価は き わ め て 多

様 で あ る 石 井 の IL ヶ 瀬 自 然 エ ネ ル ギ ー 研究所やEddyのCihanj uang社 の 実践 か ら は 、 地

域社会の現場に ι ち 、 さ ま ざ ま な 困 難や課題 に具体的 に ，1'{面 し な が ら も そ れ ら を 切 り 抜 け 、

理 念 を 実現 し て い こ う と す る 現実か ら 、 新た な 社 会 企 業 モ デ ル 構 築の可能性 を 切 り 開 く 試

み を 読み解け る 。

白 然エ ネ ル ギ一 社 会 企 業 は 、 組織や 事業の 基盤 を 地域の共 有 財 産 か ら 得 る 点 で 、 カ リ ス

マ 的 な ビ ジ ネ ス リ ー ダ ー の 才覚や顧客、 あ る い は政府の公的資金 に 頼 ら な い 別様の持続性

を 拓 く 可能性があ る ( 他 )] で、 新 た な 依 存や問 題点が比 え て く る こ と で あ ろ う ) 。 今後の

研究 の継 続 を 約 束 し て 、 本論 を 閉 じ る こ と と し た い 。

。。
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本稿 は 、 * ア ジ ア 学 会 ・ 2013年度若手研究者奨励{闘争E 「 イ ン ド ネ シ ア 西 ジ ャ ワ ナ1'1 に お け
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発電 と の述携に よ る 小型EV充電 シ ス テ ム の構築J (2012 � 2014年 度) の 成呆の 一部で あ る 。

な お 、 本稿 で は研究者以外の 人物 に つ い て も 全て実 才1 を採用 し て い る ( 敬称略) 。 掲載 に

あた っ て は f解 を 科 て お り 、 倫理的 な Igj題 はMi い。
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